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資料１

議題１



１ 廃棄物処理施設等で発生したエアゾール缶等を原因とする火災統計の分析

１ 分析対象
平成７年から令和４年までの火災統計のうち、以下の条件に当てはまるもの。

⑴ 「廃棄物処理施設」において発生した火災で、着火物が「エアゾール缶等（カセットガス及びスプ
レー缶（殺虫剤、消臭スプレー、ヘアスプレー等）を含む。）」であるもの。

⑵ 「塵芥車」において発生した火災で、において発生した火災で、着火物が「エアゾール缶等（カセッ
トガス及びスプレー缶（殺虫剤、消臭スプレー、ヘアスプレー等）を含む。）」であるもの。

２ 留意事項
・本分析における火災件数は、「廃棄物処理業」を業態とする施設・車両における火災のうち、防火対象物
用途区分が「廃棄物処理施設」及び「塵芥車」に該当する可能性があるものを集計している。

・着火物は、火災報告取扱要領別表第３ 出火原因分類表３表のうち、「227 LPG（カセット用」「228
LPG（スプレー用）」を集計している。
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○ 第２回検討会において、火災予防広報により実際に火災件数が減少した事例として、塵芥車におけるエ
アゾール缶等※の不適当な廃棄による火災件数は、広報により一定の効果が得られているとの意見があっ
たため、廃棄物処理施設及び塵芥車の分析を行った。

※（カセットガス及びスプレー缶（殺虫剤、消臭スプレー、ヘアスプレー等）を含む。

廃棄物処理施設等で発生した充電式電池等を原因とする火災統計の分析
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○ 廃棄物処理施設で発生した火災は、令和３年及び４年は減少しているものの、平成28年以降、増加傾
向が見られる。

○ エアゾール缶等の不適当な廃棄が原因と考えられる火災は、年ごとの件数の差はあるものの、横ばい
となっている。
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エアゾール製品処理対策協議会・中央適正処理困難指定廃棄物対策協議会

１ 廃棄物処理施設等で発生したエアゾール缶等を原因とする火災統計の分析

※火災報告より作成
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○ 一方、塵芥車で発生した火災は、平成28年以降、増加傾向が見られるものの、平成15年のピーク値（466件）と比較すると約７割
に減少している。エアゾール缶等の不適当な廃棄が原因と考えられる火災についても同様の傾向が見られ、平成20年のピーク値
（302件）と比較すると約４割まで減少している。

〇 これは、消防本部等における継続的な広報と、「廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進に関する合意事項の覚書（平
成18年２月９日）」による市区町村及びエアゾール業界等の取組（ガス抜きキャップ等の中身排出機構の推進）により、一定の効
果が得られたものと考えられる。
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※火災報告より作成



１ 廃棄物処理施設等で発生したエアゾール缶等を原因とする火災統計の分析
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○ 一部の地域（東京消防庁）が公表している類似統計（平成16年から令和４年）と比較した。
○ 全国統計と傾向は概ね同様であるが、東京消防庁管内でのごみ収集車の火災は継続して減少しており、10年前
と比較すると約１割となっている。

〇 東京消防庁では、「特異な出火原因別火災状況」としてエアゾール缶の火災状況を公表し、それら統計や火災
事例を含めた広報を継続的に行っていることで火災件数の減少に一定の効果が得られているものと考えられる。

※「火災の実態 東京消防庁」より数値を引用

火災統計（全国）の統計

東京消防庁管内の統計
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１ 廃棄物処理施設等で発生したエアゾール缶等を原因とする火災統計の分析
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○ 東京消防庁においては、エアゾール缶等に起因する火災の分析を行い、その統計について周知している。
○ また、機会を捉えて、事例を用いた具体的な広報を実施している。

※東京消防庁Hpより引用

消防機関による火災予防広報の一例



２ 屋内配線を発火源とする住宅火災の火災統計の分析

１ 分析対象
昭和54年から令和３年までの火災統計のうち、以下の条件に当てはまるもの。

⑴ 発火源
ア 電気器具類（①配線に付属する器具、②電気配線、③電気機器、④電気装置）の火災件数
イ ②電気配線のうち、電気配線（屋内配線※）を発火源とする火災件数

⑵ 経過
分析対象の期間における全経過コード

２ 留意事項
火災報告取扱要領の全部改正について（平成６年４月21日付け消防災第100号消防庁長官）による改正

以前（平成７年１月１日）の統計値は参考値である。

※昭和54年から平成６年まで 1531 屋内線（以下、屋内配線に含む。）
平成７年から令和３年まで 1506 屋内配線
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○ 第２回検討会において、電気器具類を発火源とする住宅火災の増加要因として、築年数の古い住宅の電
気配線（屋内配線）の老朽化による漏電なども一因と考えられるのではないかとの意見により、屋内配線
を発火源とする住宅火災の分析を行った。

屋内配線を発火源とする住宅火災の火災統計の分析



２ 屋内配線を発火源とする住宅火災の分析

7

○ ②電気配線を発火源とする火災件数の推移を見ると、平成12年をピーク値として緩やか
に減少していたものの、平成28年以降は再び増加傾向にある。

○ 一方で、屋内配線を発火源する火災件数の推移を見ると、電気配線と同様に平成12年を
ピーク値として以降はほぼ横ばいで推移している。
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（スイッチプラグ部、差し込み部等）

②電気配線
（電線・ケーブル等）

③電気機器
（家電製品、電池等）

④電気装置（電気部品）
（コンデンサー、モーター等）

屋内配線

屋内配線を発火源とする住宅火災件数の推移

※火災報告及び消防研研究用データより作成
注）火災報告取扱要領の全部改正について（平成６年４月21日付け消防災第100号消防庁長官）による改正以前（平成７年１月１日）の統計値
は参考値である



２ 屋内配線を発火源とする住宅火災の分析
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○ 屋内配線を発火源とする火災の経過別上位５件について傾向を見ると、「電線が短絡す
る」に上昇傾向が見られるものの、その他の経過についてはほぼ横ばいとなっている。

○ 「漏電（地絡）する」についても同様に、ほぼ横ばいとなっている。

※火災報告及び消防研研究用データより作成
注）火災報告取扱要領の全部改正について（平成６年４月21日付け消防災第100号消防庁長官）による改正以前（平成７年１月１日）の統計値
は参考値である

屋内配線を発火源とする火災の経過別火災件数の推移（上位５件）
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